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工作機械メーカーのソリューション・ビジネス 

―ヤマザキマザック株式会社－ 

 

鈴木信貴（東京大学ものづくり経営研究センター） 

椙山泰生（京都大学経営管理大学院）       

 
Ⅰ はじめに 
 
工作機械メーカーのトップメーカーであるヤマザキマザック株式会社（以下，マザックと略

す）は愛知県に本拠を置き,長期にわたり 15％以上の売上高経常利益率を維持してきたメーカ

ーとして知られている１。その好業績を支えてきた理由としては，画期的な工作機械の開発，

販売を行うだけでなく，生産に関するソリューション・ビジネスにも率先して取り組み，新し

い事業領域を切り開く先導役を務めてきたことがあげられる。 

ソリューション・ビジネスとは，単に機械を製品として売るのではなく，顧客の課題を探求

し，その解決方法を提案することを含めたビジネスである。工作機械産業におけるソリューシ

ョン・ビジネスは，大きく二つの形態があり、それは総合エンジニアリングシステムの提供と

遠隔監視・メンテナンスの二つである(山田,2005)。 

第１の総合エンジニアリングシステムの提供とは，開発，設計，製造など製造業の業務を支

援するためのシステムの提供のことである。具体的なシステムとして，設計支援のＣＡＤ，強

度計算や流量計算などの解析支援などのＣＡＥ，工作機械などの加工データを作成する製造支

援のＣＡＭ，製造工程間を自動化する工場自動化のＦＡ，設計・製造・販売を統合するＣＩＭ

などがある。 

第２の遠隔監視とメンテナンスとは，工作機械の制御部分であるＮＣ装置２に通信設備を内

蔵し，インターネットにて工作機械メーカーのサポートセンターに接続し，同センターにて機

械の稼働状況の監視を行うことである。機械が故障した場合もサポートセンターにて，機械の

状態を把握することができるため，的確な対応を取ることが可能となる。 

マザックにおいて，ソリューション・ビジネスの舵を取った山崎照幸会長は，自社のポジシ

ョンを「私たちは，ＦＡ産業におけるドクター的存在」と捉え，「工場診断を踏まえた合理化

を求める企業が増えてきた。一種のコンサルティング業務である」，「経営にまで踏み込んだ相

談を受けることも少なくない」と述べている。そして，同社の事業領域を，単に工作機械を開

発，販売するのではなく「当社がお客さまに届けているのは，生産の効率化とリードタイムの

短縮」と定義している(マザック編,2007）。 

現代の製造業には，ニーズの多様化，流行への迅速な対応，製品ライフサイクルの短縮への

対応が強く求められており，各メーカーは，それぞれの環境の中で，生産をどのように設計し，

利益を最大化するかを大きな課題としている。マザックのソリューション・ビジネスは，この

ような製造業の課題に答えるという形で，価値を提供していると考えてよいだろう。 
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そこで，このケースでは，マザックのソリューション・ビジネスにおける価値創造について

議論したい。以下では，まずマザックが属する工作機械産業を概観し，次に同社のソリューシ

ョン・ビジネスについて，具体的な事例を用いつつ説明する。その上で，工作機械メーカーが

ソリューション・ビジネスの提供を実現するに至ったプロセスについて説明する。 

 
Ⅱ 工作機械産業の概観 
 

工作機械産業は，製造業の根幹となる製造するプロセスの技術水準を左右することから，そ

の国の製造業を支える重要な産業として位置づけられる。工作機械の性能は，一般に最終製品

の 10 倍の水準の性能が必要だとされている。工作機械は欧米で発展したという経緯もあり，

戦前，戦後を通し，日本と欧米との技術力，生産力の差は大きかった。しかし，日本企業は，

工作機械のＮＣ化という技術転換を契機に，技術力，生産力の両面で競争力を持つようになっ

た。日本は1982年には世界最大の工作機械生産国となり，それは現在まで続いている（図１）。

このような工作機械産業の競争優位は,日本の製造業全体の競争力を支える一因となっている。

（長尾,2002;2004）。 

図 1 主要国・地域の切削型工作機械生産高 

 
出所：日本工作機械工業会編『日本の工作機械産業2007』 

 

工作機械産業がどのような企業によって構成されているのかについて，簡単に見ておこう。

世界の工作機械売上ランキング（工作機械関連商品，サービスも含む）を見ると，2003年度か

ら 2007 年度の 5 年間は，概ね，①マザック（日本），②トルンプ（ドイツ），③ギルデマイス

ター（ドイツ），④アマダ（日本），⑤オークマ（日本），⑥森精機（日本）の順番となってい

る３。また，工作機械の代表であるＮＣ旋盤とマシニングセンタ４の日本の市場規模，市場シェ

ア（2006 年度）を見ると，ＮＣ旋盤（市場規模：2,713 億円）では，マザック 28.7%，森精機

23.6%，オークマ20.6%となっており，マシニングセンタ（市場規模：3,767億円）では，マザ
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ック24.1%，オークマ20.2%，森精機19.1%となっている５ 。以上から，ここ数年は，マザック

が業界内で継続して優位な位置を占めていることが見てとれる。 

このような企業が属する日本工作機械産業の特徴としてあげられるのが，好不況の景気変動

の影響を非常に受けやすいことであろう。工作機械産業は設備産業であるため，好況時には積

極的な投資の対象になりやすく，不況時には最初に投資を抑制する対象になりやすい。特に，

日本の工作機械産業は,約１兆円の日本の市場に約100社以上の企業が存在しているという

過当競争の状況であるため６，不況時には非常に厳しい価格競争になる傾向にあり，この変動

の大きさに拍車をかけている状況である。好況時に利益を溜め，不況に利益を吐き出すという

構造のため，株主重視の経営を強いられると長期的戦略，継続的な投資が困難となる傾向にあ

り，日本の工作機械産業はオーナー経営者，非上場会社が多くなっている。 

図２は,1980年度から2002年度までの日本の各産業の経常利益率の推移を示したものである。

これを見ると，工作機械産業が，他の産業と比べ変動が大きいことが分かる。工作機械産業は，

過去，幾度となく不況を経験し，その度に，低価格を競う価格競争が繰り広げられてきた。マ

ザックと市場シェアを争っているオークマ，森精機の両社も 1990 年代は低収益，赤字に悩ま

されていた。 

このように変動が大きく収益率が上がりにくい産業において，マザックは 1980 年代以降，

赤字に陥ることなく，平均して売上高経常利益率15％という数字を維持し続けた。同社が高い

収益率を維持した重要な要因の一つとして，価格競争に走らず，サービスやソリューション・

ビジネスの質の高さで差別化を図ってきたことがあげられる。このマザックのソリューショ

ン・ビジネスについて，次節以降、詳細に見ていくことにしよう。 
 

図 2 工作機械産業の利益率の推移 

 

出所：山田(2005) ただし，データの出所は『日経経営指標』。 
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Ⅲ マザックのソリューション・ビジネス 
 
1. マザックのDONE IN ONE７ 
マザックは近年，自社が提供しているソリューション・ビジネスを DONE IN ONE と名付け，

パッケージ化して販売している。このDONE IN ONEとは，新しい生産方式の具現化を支援する

統合的なサービスの提供を意味している。マザックがもともと提供していた複合加工機の提供

ビジネスを発展させ，素材から完成品までの全加工を１台で完結させる新しい生産方式を具現

化し，かつネットワークやサポートセンター，サポートカー，アプリケーションエンジニア，

高度業務別支援チームなど，様々な生産と経営の支援体制を整えたものである。このソリュー

ション・ビジネスの事業領域は，システムの遠隔監視，メンテナンス，エンジニアリングシス

テムの提供から，加工ライン，工場の設計，そして経営全般のコンサルティング活動まで多岐

に広がっている。 

 
図３ マザックにおけるソリューション・ビジネス 

 
出所：マザック会社資料 

 
そのビジネスのプロセスは，図３のような流れで実施されている。最初に，マザックと顧客

との綿密な打ち合わせによって，現状の生産方式及び目標を確認する。次にマザック社内にて，

どのようなソリューションが可能か，機械，システムの両面から検討を行うことになる。 
機械の面では，顧客に最大限の付加価値を提供する加工技術を確立させるため，最新の加工

技術，最適な治具・工具の検証，コストパフォーマンスを検討する。特に，加工技術の開発で

は，実際に顧客が提供した図面，素材を使用し，マザック社内で加工方法の開発，検討を行う
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ところに特徴がある。この加工方法が確立した時点で，顧客にマザックに来て頂き，ＮＣプロ

グラム，機械操作等の事前トレーニングを受けてもらう場合もある。つまり，単なる機械を納

入するのではなく，加工技術を顧客に合わせて確立した上で，顧客が利用可能になるという「サ

ービス」を提供していることになる。 
一方，システムの面では，効率的な生産方式を開発するため，省人化・無人化システム，運

営管理システム，運営監視システムなどの検討を行う。ここでは，既存のシステムの活用を図

りながら，顧客の要求に合わせてシステムが組み上げられる。 

このような経緯を経て，全体の生産方式が確定した後，ソリューションに必要な工作機械，

ソフトウェアを顧客に納入する。この際，マザックの人間が機械，システムの立ち上げを全面

的にサポートする。導入後も顧客と協力してデータ分析を行ったり，技術交流会を開催したり

するなど，事後的なサービスも提供することで，更なる付加価値の提供が志向されている。こ

のように，DDNE IN ONEでは，顧客に納入する製品の開発とそれに付随するサービスとが付加

価値の提供の手段として，一体化して進められている。 

 
2. 個別ソリューションの事例：日野自動車での導入事例８  
DONE IN ONE とは，いわばソリューション提供の枠組みであり，個々のソリューションは顧

客ごとに異なったものになる。そこで，ソリューションの具体的な内容を，日野自動車で2003

年に導入された新しい生産システムの事例を用いて説明しよう。 

日野自動車においてマザックのソリューションの導入のきっかけとなったのが，トラック事

業全体の不況と，トヨタ自動車の支援であった。1990年代後半のトラック業界は，深刻な不況

に陥っており，日野自動車も 1999 年度の決算で 426 億円の赤字となった。経営が悪化した日

野自動車を支援するため，トヨタ自動車は，2001年に第３者割当増資を引き受け，日野自動車

を子会社化した。 

この時に，トヨタ自動車から日野自動車に派遣されたのが蛇川忠暉氏であった。蛇川氏は主

に生産管理部門など生産技術畑を歩んだ後，1999 年にトヨタの副社長となり，2001 年から日

野自動車社長に就任した。生産管理や生産技術に強い蛇川氏の指揮によって，工場改革による

再建が志向されることになった。当時の工場には 1970 年代の老朽化した設備も多く，全体の

稼働率は低迷していた９。 

特に加工において問題となったのは，自動車の車軸を覆う大型車用リアアクスルハウジング

（以下，ハウジングと略す）であった。ハウジングは，重量 120～150kg，全長 1400～1700mm

と手扱い作業が困難な部品であり，また加工の種類も約130種類と多かった。 

従来型の加工ラインは，専用機を使い工程分割したライン構成であったが，この専用機が中

心のライン構成には大別して二つの問題があった。 

第一の問題は，機械の故障，段取り替えにより，生産ラインが止まることである。専用機を

使ったラインだと，一つの設備にトラブルが発生すると，ライン全体の生産をストップしなけ
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ればならなかった。このため，設備の老朽化に伴って故障が頻繁になるにつれて，生産性は悪

化することになった。 

第二の問題点は，専用機を多用した生産ラインは，多品種少量生産に弱いということである。

生産開始までの時間を多く要し，かつ一度構築した生産ラインは，その部品の生産が終了すれ

ば，別の部品への転用ができず，わずかなスペアパーツ供給のためにしか使えない。製品ライ

フサイクルが長く，顧客ニーズも多様化していなかった少品種大量生産の時代は，専用ライン

を設置することで問題は無かったが，多品種少量生産，変種変量生産の時代には，専用ライン

では対応が難しくなってきていた。 

以上のような問題点について，2002年に蛇川氏のトップダウンでハウジング加工ラインの改

革が始まった。加工ラインの構築を検討するにあたり，そのパートナーとしてマザックに声が

かかった。蛇川氏は,マザックにはトヨタ副社長時代から注目していた。マザックとトヨタ系

列のアイシンＡＷは，2000年から市場ニーズに柔軟に対応できる生産システムの共同開発を行

っていた。2001年に，アイシンＡＷの谷口社長（当時）の紹介で，当時、トヨタの副社長であ

った蛇川氏がマザックの工場を見学し，工程集約に関心を持っていたのである。 

加工ラインの改革に当たっては，日野自動車とマザック，双方の各部署から人が集められ，

プロジェクトチームが設置された。プロジェクトチームは，①徹底的なフレキシブル化，②設

備の標準化，③段取り簡略化（段取りレス），④少量生産情報システムの確立，⑤付帯の柔軟

化（搬送簡素化），をコンセプトとして取り決めた。 

従来の生産設備では，既存工程を重視し生産能力，加工工程から設備仕様を決めていたが，

今回は，逆に汎用の標準設備を用い，大幅な工程集約といったコンセプトから目標を設定した。

この思想の転換は大きなポイントであった(図４)。 

図４ 専用機ラインと汎用複合加工機モジュール 

出所：亀崎・土佐（2005） 
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従来，大物サイズの加工は，メーカー標準仕様はほとんどなく，専用機で構成するのが普通

であった。そのため，それを汎用機で行うことは困難を極めた。大型ハウジングの加工におい

ても,これまで汎用機は存在せず,専用機にて加工することが通常であった。今回,導入が検討

された設備機は,マザックの複合加工機インテグレックス e650 で,旋盤とマシニングセンタの

機能を複合した横型の大型汎用機であった。 

確かに，工程を集約することで，段取り時間などの付帯時間は，大幅に削減することが可能

となる。しかし，集約する程，１工程での負荷が大きくなる。また，工程を集約することがで

きたとしても，加工時間が専用ラインに比べ増加する問題もあった。このため，プロジェクト

チームは，単に汎用の標準設備を用い，大幅な工程集約の考え方を導入するだけでなく，これ

らの汎用機を用いるがゆえの問題を解決する必要があった。   

プロジェクトチームは，マザックの生産設備から開発されたソリューション・モジュール（詳

細は後述）を組み合わせることにより，専用ラインからの転換を図った。ソリューション・モ

ジュールとマザックのインテグレックス e650 を組みあわせることにより、既存工程では細か

く分かれていた工程を集約することが可能になり，各モジュールで加工が完結するモジュール

生産が構築可能になった。 

集約された工程によるモジュール生産は，生産量の増減に対しては柔軟に対応できるように

なる。生産の増加を行う場合は，モジュールを増加させれば良いので，迅速な対応が可能なる

からである。また，モジュール1台が故障しても他のモジュールが生産をし続けるので，生産

が止まることがない。そして，モジュール生産で使用する機械は，汎用性に優れるため，他の

部品加工にも転用が可能であった（図５）。 

図５ マザックＭＳＮシステム１０ 

 

 

 
出所：マザック会社資料 
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こうして，新ラインは 2003 年 10 月１日から本格始動した。新ラインは従来の専用ラインよ

りも短い加工時間で加工が可能となり,稼働率も上昇した。その一方で，逆に保全費は半減し，

大幅な生産性の改善を達成した。 

 

3. マザックの価値創出を支えるモジュール化 
一連の改革において，マザックが日野自動車に対して提供したのは，ソリューションの構築

というサービスであった。確かに，マザックは複合加工機を日野自動車に納入しているが，複

合加工機は，専用機を中核にしたラインに導入しても十分なメリットを発揮することはない。

工程の集約とセル生産方式の導入によって，その長所が発揮できるのであり，そのためには，

生産ラインの構成についてのノウハウの提供が必要だった。そして，そのノウハウを含む，ト

ータルなソリューションこそが，マザックが顧客に提供している価値の本質なのである。 

この価値の提供を支えているのが，自社ソフトウェアやサービスをモジュール化したソリュ

ーション・モジュールである。マザックでは，ソリューション・ビジネスに用いるソフトウェ

アやサービスを，より顧客が利用しやすいように，徹底的にモジュール化している。マザック

では，ＮＣ装置，工作機械，生産システムを開発した後，開発の中で蓄積された知識をもとに，

ソフトウェアやサービスの構造を整理し，分割して活用しているのである。 

モジュールの具体例として，加工支援業務のサービスを見てみよう。顧客の加工支援作業は，

従来，担当者の能力に依存する擦り合わせ的な業務であった。それに対し，マザックは，加工

支援業務をパーケージ化したソフトウェア「サイバープロダクションセンタ」を開発し顧客に

提供している。同ソフトウェアは，大きく分けると，ＣＡＤ画面から加工プログラムを作成す

る「ＣＡＭＷＡＲＥ」，工場の機械の稼働スケジュールを管理する「サイバースケジューラ」，

工具を自動管理する「サイバーツールマネジメント」，複数の機械の運転状況をリアルタイム

で確認する「サイバーモニタ」の４つのモジュールから構成されている。 

具体的なソリューションとして，例えば，ＣＡＭＷＡＲＥは，設計のＣＡＤ画面からＮＣ加

工データを作成すると同時に加工時間をシミュレーションによって見積もることができ，加工

に必要な工具情報を自動的にリストアップすることも可能となっている。このモジュールは，

設計情報を生産へ移転する際の時間短縮に大きく貢献している。 

同ソフトウェアの開発を担当したマザックの長江昭充氏，大橋肇氏は「サイバープロダクシ

ョンセンタは，それぞれのモジュールが有機的にリンクする一つの大きなデータベース上に構

成されていることが特徴であり，総合的な視点で工場のリードタイムの短縮に貢献するもので

ある」(長江・大橋,2003,p.1691)とその特徴を述べている。 

製造業のサービスの範囲が大きくなればなる程，営業担当者の力量による部分が大きくなる。

顧客側にとっても具体的なサービスの効果が分かりづらくなる。マザックでは，サービスを徹

底的にモジュール化することにより，営業担当者の負担を減少させるとともに，導入の費用対

効果の計算を可能とした。自社主導でモジュール化したことで，ソリューション提供に必要な

ノウハウを削減し，個人の能力に依存しにくい体制を作ったのである。 
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Ⅳ ソリューション・ビジネス開発に向けた能力の蓄積１１ 
 
１．マザックにおける能力の蓄積 
 マザックに見られるような，製造業のサービス化，ソリューション・ビジネス化の重要性に

ついては以前から指摘されていたものの，実際にメーカーがサービス提供者へ変化するのは容

易ではない。そのような状況で，マザックは，他社に先駆けてソリューション・ビジネスへの

シフト，ここでの用語を用いればサービス・フォーカスを実現してきた。マザックのソリュー

ション・ビジネスへのフォーカスを可能にしたのは，マザックの工作機械産業に対する戦略の

実行を通じた能力形成にあった。具体的には，部品・設備の内製化，特に自社の生産システム

の開発を通じた能力の蓄積にあったと考えられる。 

 マザックでは，工作機械産業での生き残りを図るために，部品や設備を内製化し，また工作

機械を生産するシステムの開発も自社で行ったことで，広範な領域でのノウハウが蓄積された。

内製化は，日本の工作機械産業の大きな流れに対抗する独自の戦略であった。日本の工作機械

産業では，工作機械のＮＣ化という技術転換の際に，工作機械のモジュール化が進展した。モ

ジュール化の進展は，日本の工作機械産業が世界トップの座に上り詰める大きな要因となった

が，その一方で，多くの日本の工作機械メーカーは部品を外部から調達して組み立てを行う，

単なるアセンブリメーカーに押し込められてしまっていった。そのため，工作機械メーカーは

低収益に陥り，ファナックを始めとした部品メーカーが高い収益を得る構造になっていった。

同時に工作機械の同質化も進展していった。 

このような流れに対し，マザックでは，製品を差別化するため，逆に部品の内製率を高める

という戦略をとった。最終的にはＮＣ装置についても自社開発を行った。また，生産設備につ

いても他社から導入するのではなく，自社で開発した。他社が製品・生産のモジュール化によ

る企業間の垂直的な分業を進める中で，マザックでは逆に部品や生産設備の垂直統合化を行っ

てきた。 

このような垂直統合化が自社内でのソリューション・ビジネスの開発につながっていく。Ｎ

Ｃ装置までを含む工作機械全般にわたって知識を蓄積したことで，ＮＣと連動した遠隔監視や

メンテナンスといったサービスを導入することができ，また工作機械全体を最適化した形で，

ソリューションを顧客に提案する能力が向上していった。また，自社製品の生産システムにつ

いても自社内で開発に取り組み，生産改革を進めたことで，他社に提案可能な生産システムの

先端的なアイデアを蓄積できたのである。 

工作機械は，最終製品を大きく凌駕する性能が必要だといわれており，工作機械を作る機械

はさらにそれ以上の性能が求められる。このような高い性能を持った機械を開発する知識をマ

ザックが蓄積し続けたことが，顧客に対しより高いソリューション・ビジネスを提供すること

につながっている。このマザックの能力蓄積のプロセスについて，部品・設備の内製化，ＮＣ

の内製化，自社による生産システム開発の3つについて，順を追ってみていくことにしよう。 
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２．部品，設備の内製化  
工作機械に代表される生産財取引は，顧客企業，売り手企業が継続的な取引を選択する傾向

が強いといわれている。それは顧客側の製品選択の失敗を回避するという保守的な理由に加え

て，売り手企業も信頼関係の形成によるメリット，たとえば顧客要求による製品開発や，安定

顧客の確保による投資の促進などの効果が認められているからである(高嶋・南, 2006)。 

歴史的に，日本の工作機械産業でも，戦前から存在する池貝，大隈（現オ－クマ），東芝機

械，新潟鉄工所，日立精機が「５大メーカー」，「老舗メーカー」と言われ，戦後も継続的な取

引による競争優位を続けてきた。つまり，既存の老舗メーカーが強く，新興メーカーが食い込

むのは容易ではなかったのである。 

マザックのような新興メーカーは，老舗メーカーに対抗するため，ユーザーの現場に足を運

び，どんなに小さな改良であっても即座に採り入れ，使い勝手の良い製品を開発するしか方法

はなかった。特にマザックでは，老舗メーカーの手に届かなかった中小零細の機械加工業者に

対して，経営トップが先頭になって自社製品の売り込みに奔走した。 

 マザックが製品の差別化を図るために採用した手段が，生産に用いる専用機の自社製作であ

った。当時，生産設備に必要な専用機は，国内外のメーカーから購入されていた。しかし，外

部から専用機を購入して設置しても，他社がその専用機を購入すれば，すぐに追従される危険

性がある。逆に，自社で独創的な専用機を開発することができれば，差別化を図ることができ

る。 

マザックにおける自社開発の最初の例としては，旋盤ベッド１２の量産があげられる。1968

年から 70 年頃は，旋盤の生産において旋盤ベッドの量産が鍵となっていた。当初，マザック

でも英国・スノー社からの設備購入を考えた。しかし，前述の理由で，それを却下し，国内メ

ーカーと守秘義務を結び共同で開発を行った。完成した機械の生産性は，購入を考えていた機

械の３倍もあり，同時に加工品質も上回るものだった。 

マザックでは，これ以降，部品，生産設備を可能な限り内製する方針を採用してきた。2008

年の段階において,外注しているのは，油圧機器，ベアリング等ごくわずかである。山崎会長

は「ボールネジやスピンドルなどの主要部品はすべて付加価値が高い。それらを外注するとい

う事はもうけを外に捨てるもの」と強調する１３。 

この内製化の方針は，ＮＣ装置の内製化，および生産システムの内製化へとつながっていき，

ソリューション開発に必要な能力，すなわち知識やノウハウ，あるいはソフトウェア資産を蓄

積していくことになる。以下では，この2つの内製化を通じた能力の蓄積について，その蓄積

の過程をもう少し追ってみる。 

 
３．ＮＣ装置「マザトロール」の開発 
1970 年代から 1980 年代にかけて，工作機械のＮＣ化という技術転換を境に日本の工作機械

産業は躍進し，1983年には生産量で世界１位となった。欧米の工作機械メーカーと日本の工作

機械メーカーとの大きな違いは，ＮＣ装置を内製化しているか否かであった。 
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ＮＣ装置を内製化していた欧米に対し，日本はＮＣ装置を内製化せずその開発をＮＣ装置メ

ーカーへ託した。その結果，ＮＣ工作機械の製造は，工作機械メーカーとＮＣ装置メーカーと

に分離し進められることになったが，それが逆に工作機械のモジュール化につながり，工作機

械，ＮＣとも急速に進歩した（中馬, 2002）。 

ＮＣ装置以外の部品の共通化，アウトソーシングも徹底されていた。Finegold et al.（1994）

は，このような状況を評して，日本の工作機械メーカーは ，工作機械のモジュール化という

手法を導入して，従来クラフト的であった工作機械産業をコストと品質が重要な要素である量

産型産業に転換させたと述べている。 

モジュール戦略の長所は，①モジュール間の相互依存をできるだけ少なくすることで，対処

可能な複雑性の範囲が広がる，②最終製品を構成する個々のモジュールの開発設計，生産を同

時に進めることができる，③モジュール間の独立性を最適に保てるようなインターフェースが

設定され，直面する不確実性への適応がより容易になる，の３点が挙げられる(Baldwin and 

Clark, 2000)。1970 年代から 80 年代の日本の工作機械産業は，この３つの利点を徹底的に享

受する形で，ＮＣ装置を内製化していたアメリカ，ドイツの工作機械メーカーに対抗し，世界

市場を席巻していったと分析されている（中馬, 2002）。 

しかし，工作機械のモジュール化が進展すると，多くの日本の工作機械メーカーは，7 割以

上の部品を外部から調達して組み立てを行う，いわゆるアセンブリメーカーになっていった

(Carlsson, 1989)。そのため，工作機械メーカーは低収益に陥り，ファナックを始めとした工

作機械の部品にあたる製品やソフトウェアを提供するメーカーが高い収益を得る構造になっ

ていった。工作機械自体も同質化が進展していった。 

また，ユーザー側にとっても工作機械のＮＣ化は，従来，作業者の技能に依存していたもの

をプログラムに変換し，均質な製品を製造できるというメリットはあったが，加工プログラム

を作成するために大変な労力を要した。当時，ＮＣ工作機械の加工プログラムは，プログラム

の専門家が作成を担当していた。コンピュータもＣＡＭソフトも性能が不十分であり，加工プ

ログラムを一つ作成するために，半日から数日を要するのが普通であった。そのため，専門家

を多数抱える大企業はともかく，中小企業は，ＮＣ工作機械を導入したくとも，プログラムの

問題があり，なかなか導入ができない状況であった１４。 

顧客にとって使いやすいＮＣ装置の開発及び他社との差別化を図るため，1978年に，当時社

長であった山崎照幸氏から「独創的なＮＣ装置を自力で開発せよ」との号令がかかり，長江昭

充氏（現専務）をリーダーとするプロジェクトチームが編成された。プロジェクトチームは，

製品の差別化に加えて顧客にとって使いやすいＮＣ工作機械機の提供を目標とし，ＮＣ装置メ

ーカーとの間で意欲的な技術交流を行った。 

最終的に，長江らは，ＮＣ装置のハード部分は三菱電機に依頼し，一連のソフト開発を自社

で行うこととした。ユーザーの負担を減少させるため，作業者がＮＣ装置の画面を見ながら，

画面の問いに応えて操作ボタンを押すことにより，その場でプログラムの作成が可能となる

「マザトロールプログラム」を開発した。そして,同プログラムを搭載した世界初の対話型Ｎ
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Ｃ装置「マザトロールＴ－１」を 1981 年に完成させた。マザトロールＴ－１を搭載したＮＣ

旋盤は，誰でもその場で加工できるＮＣ旋盤となった。これまで，プログラムを作成するため

に数日要していたのが，その場で加工プログラムの作成が可能となったため，生産現場に大幅

な生産性向上をもたらした。  

その後，1998年に開発した「マザトロール・フュージョン640」から,マザトロールは通信

機能を備えた。フュージョン640は，パソコンとＮＣ装置とを融合させることにより，工作機

械を工場内の情報端末とすることを可能とした。パソコンとＮＣ装置の融合により，例えば，

工作機械の稼動状況を事務所のパソコンで把握することや，事務所で作成した加工スケジュー

ルを工作機械に送信することも可能となった。 

マザックは，この通信設備を利用し，遠隔監視，保守サービスを開始した。同社がこのよう

なサービスを開始したのは，工作機械を止めないという顧客の最大のニーズに応えるためであ

った。2004年に導入された24時間無線監視サービス「マザ・ケアー」というサービスでは，

機械のトラブルが発生した際，マザトロールに搭載された無線監視システムが自動でトラブル

の内容を記載したメールを作成し，オンラインサポートセンターへ自動発信する。それを受け

て，同社が対応を開始し，顧客の機械と直接，必要な情報を交換し，必要があればメッセージ

を顧客のマザトロールの画面に表示する事も可能となっている。マザトロールの無線で得たデ

ータと顧客への電話対応によって状況が的確に把握できれば，機械が止まるトラブルのうち，

6，7割はその場で解決できるという。 

  
４．自社工場の生産システムの開発 
 ＮＣ内製化と並行して進んだもうひとつの重要な活動が，自社工場の生産システムの開発で

ある。マザックでは，自社工場でより良い生産システムを開発する中で，ソリューションに必

要となる知識の蓄積やソフトウェア資産の蓄積が進められた。 

 マザックにおいて生産システム化のスタートは，1978年のＦＭＳプロジェクトと呼ばれる少

量多品種の生産に適する自動化生産システムを開発するプロジェクトの発足に始まり，その最

初の成果が1981年 10月に同社大口製作所に導入された。その後，マザックは，自社の美濃加

茂製作所，米国工場，英国工場において，コンピュータを用いた受注から生産・出荷までの一

貫した生産体制を確立した。 

 一連の工場のシステム化の中で，同社は，様々なエンジニアリングシステムを開発した。例

えば，工具管理システムの一つである「インテリジェント・ツール・マネジメント・システム」

は，1987年に同社の英国工場にて初めて試験され，実用化されたものであった。同システムは，

工具の中にＩＣチップを埋め込み，コンピュータ指令により工場内の工具を自動管理するシス

テムであった。 

このような形で,自社で開発されたシステムを外部用にサービス化する際には，徹底的なモ

ジュール化と，それに伴うマニュアル化がすすめられた。1987年下期の半年をかけて開発され

たシステムの販促促進ツールは，①モジュール毎の説明書，②モジュール毎の価格表，③関連
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する治具・加工技術提案書，④ＦＭＳの構想作成セット，⑤概算見積作成ソフト，によって構

成されていた。製造業のサービスの範囲が大きくなればなる程，個々の営業担当者の力量によ

る部分が大きくなる。顧客側にとっても具体的なサービスの効果が分かりづらくなる。マザッ

クでは，サービスを徹底的にモジュール化し，かつ標準的なマニュアルを用意することにより，

営業担当者の負担を減少させるとともに，導入の費用対効果の計算を可能とした。 

1980年代までに開発された中央集権型の工場のシステムは，環境が安定している時には強み

を発揮するが，環境が大きく変化する場合は，柔軟性や迅速性に乏しいという問題点があった。

そのため，マザックでは，より柔軟なシステムへの移行を目指し，長年の実経験を基礎として，

中央集権型システムではなく，分散型ＬＡＮによるシステム開発を始めた。具体的には，ＣＡ

Ｄ，ＣＡＭ，ＰＯＰなどの事務所系情報と，工作機械が有する現場系情報をネットワークで連

係させ，双方向の生産情報コミュニケーションを基本に据えたクライアント方式による分散型

ＬＡＮシステムを構築した。システムの開発と同時に，新システムに対応できるＮＣ装置，工

作機械の開発を行った。こうして，1998年，本社・大口製作所内に第３世代の加工工場を完成

させた。マザックは，この工場をサイバーファクトリーと名づけた（図６）。 

サイバーファクリーの開発においては，生産現場の工具，治具，加工手順，加工プログラム，

素材管理，品質記録といった情報を取り扱う加工段取り支援システムから，工場の損益までを

含んだ多様なデータを統合した。更に，これまで人手で行ってきた加工支援作業というあいま

いな技能を技術情報に置き換えた。この技術情報をモジュール化し，前述したソフトウェア「サ

イバープロダクションセンタ」を開発した。また、サイバーファクトリーでは，様々な情報を

一元的に管理・コントロールする必要がある。ここで活用されたのが，前述の通信機能を持っ

たＮＣ装置「マザトロール・フュージョン 640」である。フュージョン 640 は，遠隔監視，メ

ンテナンスだけでなくエンジニアリングシステムにおいても大きな役割を果たしている。 

図６ サイバーファクトリー 

 
出所：マザック会社資料 
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このように，マザックでは，工作機械,ＮＣ装置,生産システムを個別に開発するのではなく、

お互いを関連付けて開発を行ってきた。同社のソリューション提供に必要な能力は、統合的に

自社開発を行っていく過程で蓄積されてきた。工作機械だけでなく，生産プロセス全体を統合

的に理解したことで，生産プロセスをモジュールに分解しすることができた。そして，モジュ

ール化したことで，ソリューション提供に必要なノウハウを削減し，個人の能力に依存しにく

い体制を作ったのである。 
 
Ⅴ 事例のまとめ 
 
マザックは，他の工作機械メーカーに先駆けて，サービス・フォーカスを実現し，ソリュー

ション・ビジネス化を進めてきた。その結果，景気変動の大きい工作機械業界において，例外

的に安定した収益性を誇るようになった。 

マザックのソリューション・ビジネスにおける価値創造の鍵となったのが，提供するシステ

ムのモジュール化と，それによるソリューション提供に必要なノウハウの削減である。ソリュ

ーション提供には，システム全体にわたる知識やスキルが必要となるが，必要となる知識やス

キルを削減したことで，他者に先駆けて効果的なサービスの提供が可能になったといえる。 

 ソリューション・ビジネスでは，提供するソリューションが高度になればなる程，その成否

が担当者の能力に依存するという問題が発生する（今枝,2003)。サービスの次元が低い時には，

サービスをマニュアル化することで，誰でもサービスを提供することが可能となる。しかし，

ＩＴ企業による大企業向け経営システムの構築といったソリューション・ビジネスは，企業を

取り巻く複雑な条件を分析し，それを基に案を作成しなければならない。顧客側からみると，

サービス，ソリューションの規模が大きくなり高度になればなる程，どのような効果が実際に

あるのか，具体的な効果が未知数になっていくため，導入が難しくなる。提供する側にとって

も，担当者の能力に依存せず，安定的に顧客に高度なサービス，ソリューション提供できる仕

組みを作ることが必要となる。 

 マザックでは，ＮＣ装置や生産システム開発の内製化によって蓄積してきた知識を活用する

ことで，このソリューション提供を可能にする仕組みを作り上げた。他社がマザックと比べ，

ソリューション・ビジネスの開発が難しいのは，ＮＣ装置などの構成要素を外部から調達する

アセンブリメーカーとして要素が大きいため，ソフトとハードを総合した装置全体に関する知

識を蓄積することができなかったためであろう。また，自社内で必要なモジュールを標準化し

て提供するだけの知識も十分蓄積できなかったため，ソリューション提供において担当者の能

力に依存する問題を残したままであったと考えられる。ソリューション提供を可能にする統合

的な知識を蓄積してきた企業が，サービス・フォーカスを他社に先駆けて進めることができる

のである。 
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本稿は、原良憲・椙山泰生編『サービス・ソリューション創造論』（近刊）に掲載予定で 
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械のことである（ＪＩＳ定義）。 
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